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8 2013（平成25年）

　行政処分に対し不服がある場合に、国民を救済する措置が不服
申立制度です。国税の場合、税務署に「異議申立て」を行い、主
張が受け入れられない場合に国税不服審判所に「審査請求」をし
ます。国税に限らず原則、この２段階の不服申立を経なければ訴
訟ができないことから、制度の見直しが検討されています。

不服申立制度の見直し

8月の税務と労務8月 （葉月）AUGUST
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国　税／ 7月分源泉所得税の納付 
 8月12日

国　税／ 6月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 9月2日

国　税／ 12月決算法人の中間申告
 9月2日
国　税／ 9月、12月、3月決算法人 

の消費税等の中間申告 
（年3回の場合） 9月2日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告 9月2日

地方税／個人事業税第1期分の納付
 都道府県の条例で定める日
地方税／個人住民税第2期分の納付
 市町村の条例で定める日



８月号─2

　

厚
生
年
金
保
険
、
国
民
年
金
、
労

災
保
険
の
年
金
受
給
者
に
は
、医
療
、

住
居
、
冠
婚
葬
祭
を
行
う
な
ど
必
要

な
と
き
に
、
年
金
を
担
保
に
前
借
り

（
融
資
）
が
で
き
る
年
金
融
資
制
度
が

あ
り
、
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機

構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
）
が
実

施
し
て
い
ま
す
。

　

融
資
可
能
額
は
、
年
間
の
年
金
受

取
額
の
範
囲
内
で
、
二
五
〇
万
円
が

上
限
で
す
。

　

融
資
利
率
が
か
な
り
低
い
の
で
、

資
金
が
必
要
な
と
き
に
は
利
用
す
る

の
も
ひ
と
つ
の
方
法
で
し
ょ
う
。

　

実
際
に
融
資
さ
れ
る
ま
で
の
期
間

は
、
借
入
申
込
み
締
切
日
か
ら
概
ね

三
週
間
程
度
で
す
。

年
金
融
資
制
度
の
対
象
者

　
年
金
融
資
制
度
は
、
ど
の
よ
う

な
人
が
利
用
で
き
る
の
で
す
か
。

　

融
資
を
受
け
ら
れ
る
人
は
、
次

の
証
書
を
持
っ
て
い
る
人
で
、
現

に
年
金
（
老
齢
年
金
、
障
害
年
金
、

遺
族
年
金
）を
受
け
て
い
る
人
で
す
。

し
た
が
っ
て
、
現
況
届
等
の
提
出
が

遅
れ
、
年
金
の
支
払
い
が
差
し
止
め

ら
れ
て
い
る
人
は
、
現
況
届
等
を
提

出
し
、
年
金
を
受
け
た
後
か
ら
と
な

り
ま
す
。

①　

厚
生
年
金
保
険
年
金
証
書
（
厚

生
年
金
基
金
及
び
企
業
年
金
連
合

会
か
ら
支
払
わ
れ
る
も
の
は
除
く
）

②　

国
民
年
金
・
厚
生
年
金
保
険
年

金
証
書

③　

労
働
者
災
害
補
償
保
険
年
金
証

書
等

利
用
制
限

　
融
資
制
度
の
利
用
制
限
は
あ
る

の
で
す
か
。

　

特
に
制
限
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

生
活
保
護
受
給
中
で
あ
る
場
合
、

融
資
金
の
使
途
が
投
機
性
の
高
い（
ギ

ャ
ン
ブ
ル
等
）
場
合
、
公
序
良
俗
に

反
す
る
場
合
、
借
入
申
込
者
本
人
の

利
益
に
明
ら
か
に
反
す
る
場
合
、
現

況
届
ま
た
は
定
期
報
告
書
が
未
提
出

ま
た
は
提
出
遅
延
の
場
合
、
年
金
の

支
給
が
全
額
停
止
さ
れ
て
い
る
場
合

な
ど
は
、
本
融
資
制
度
を
利
用
す
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
金
融
機
関
窓
口
で
、
使
用

目
的
ご
と
に
必
要
額
と
支
払
（
予
定
）

年
月
の
確
認
が
行
わ
れ
ま
す
。

融
資
額

　
融
資
額
に
は
限
度
額
が
あ
る
の

で
す
か
。

　

借
入
申
込
者
本
人
が
必
要
と
す

る
額
の
範
囲
内
で
、
次
の
三
つ
の

要
件
を
満
た
し
て
い
る
と
き
に
融
資

が
行
わ
れ
ま
す
。

①　

一
〇
万
円
〜
二
五
〇
万
円
の
範

囲
内（
一
万
円
単
位
）で
あ
る
こ
と
。

　
　

保
健
医
療
、
介
護
・
福
祉
、
住

宅
改
修
等
、
冠
婚
葬
祭
、
教
育
、

事
業
維
持
、
債
務
等
の
一
括
整
理

の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
場
合

は
、
臨
時
生
活
資
金
と
し
て
、
融

資
限
度
額
が
一
〇
〇
万
円
と
な
り

ま
す
。

②　

受
給
中
の
年
金
額
（
年
金
か
ら

源
泉
徴
収
さ
れ
て
い
る
所
得
税
額

相
当
額
を
除
く
）
の
範
囲
内
で
あ

る
こ
と
。

③　

一
回
当
た
り
の
返
済
額
の
一
五

倍
以
内
で
あ
る
こ
と
（
融
資
金
額

の
元
金
相
当
額
を
概
ね
二
年
六
カ

月
以
内
で
返
済
）。

　

な
お
、
条
件
の
変
更
制
度
が
新
設

さ
れ
、
返
済
期
間
中
に
や
む
を
得
な

い
事
情
に
よ
り
生
活
困
窮
者
と
な
っ

た
場
合
に
は
、
一
回
当
た
り
の
返
済

額
に
つ
い
て
変
更
申
請
が
で
き
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
（
す
で
に
借
入
れ

さ
れ
て
い
る
人
も
対
象
と
な
り
ま
す
）。

保
証
人

　
連
帯
保
証
人
は
必
要
で
す
か
。

　

連
帯
保
証
人（
審
査
基
準
あ
り
）

を
立
て
る
か
ま
た
は
信
用
保
証
機

関
（
窓
口
は
財
団
法
人
・
年
金
融
資

福
祉
サ
ー
ビ
ス
協
会
）
に
信
用
保
証

料
を
支
払
っ
て
保
証
人
に
な
っ
て
も

ら
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

保
証
料
は
、
機
構
が
審
査
し
、
融

資
金
額
、
融
資
利
率
、
一
年
間
の
返

済
額
、保
証
料
率
を
も
と
に
算
出
し
、

融
資
金
か
ら
一
括
控
除
さ
れ
ま
す
。

概
算
額
に
つ
い
て
は
、
融
資
申
込
時

に
窓
口
の
金
融
機
関
で
計
算
し
て
も

ら
う
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

年
金
融
資
制
度

年
金
を
担
保
に

　
　低
利
で
融
資

ＱA

ＱA

ＱA

ＱA



3─８月号

担
保　

融
資
を
受
け
る
に
は
、
担
保
が

必
要
で
す
か
。

　

年
金
を
受
け
る
権
利（
受
給
権
）

が
担
保
に
な
り
ま
す
。

　

借
り
た
金
額
は
、
将
来
支
給
さ
れ

る
年
金
か
ら
控
除
さ
れ
る
し
く
み
に

な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
融
資
を
受
け

る
と
、
返
済
が
終
了
す
る
ま
で
は
年

金
の
一
部
が
受
け
取
れ
な
く
な
り
ま

す
。

利
率　

融
資
利
率
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　

現
在
の
融
資
利
率
は
、
年
金
担

保
融
資
は
一
・
六
％
、
労
災
年
金

担
保
融
資
は
〇
・
九
％
で
す
。

借
入
申
込
み
の
手
続
き

　
借
入
申
込
み
の
手
続
き
に
つ
い

て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　

借
入
申
込
み
は
、
下
記
の
書
類

を
添
付
し
て
、
年
金
を
受
け
取
っ

て
い
る
銀
行
、
信
用
金
庫
等
の
店
舗

（「
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構

代
理
店
」
の
表
示
が
あ
り
ま
す
）
で

行
い
ま
す
（
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
、
農
協

お
よ
び
労
働
金
庫
は
除
く
）。 

①　

借
入
申
込
書
（
取
扱
金
融
機
関

の
店
舗
に
用
意
し
て
あ
り
ま
す
）

②　

年
金
証
書 

③　

現
在
の
年
金
支
給
額
を
証
明
す

る
書
類
（「
年
金
支
払
（
振
込
）

通
知
書
」、「
年
金
裁
定
通
知
書
」、

「
年
金
額
改
定
通
知
書
」、「
裁
定

通
知
書
・
支
給
額
変
更
通
知
書
」

等
の
う
ち
い
ず
れ
か
一
つ
（
最
も

新
し
い
も
の
））

④　

三
カ
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
印

鑑
証
明
書
（
実
印
持
参
） 

⑤　

運
転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、

住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
等
本
人
を

確
認
で
き
る
写
真
付
証
明
書

　

借
入
申
込
み
の
締
切
日
は
、
原
則

と
し
て
、
月
三
回
程
度
の
資
金
交
付

に
併
せ
て
、
取
扱
金
融
機
関
で
借
入

申
込
み
の
締
切
日
を
設
け
て
い
ま
す

の
で
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

追
加
借
入 

　
追
加
借
入
は
で
き
る
の
で
す
か
。

　

ま
だ
借
入
金
の
残
高
が
あ
る
う

ち
は
、追
加
借
入
は
で
き
ま
せ
ん
。

い
っ
た
ん
借
入
金
を
全
額
返
済
（
繰

上
げ
返
済
）
し
た
後
で
あ
れ
ば
、
再

度
の
借
入
申
込
み
は
可
能
で
す
。

返
済
方
法 

　
返
済
は
、
ど
の
よ
う
な
方
法
で

行
う
の
で
す
か
。

　

年
金
支
給
機
関
か
ら
支
給
さ
れ

る
年
金
の
全
額
を
直
接
機
構
が
受

け
取
り
、
借
入
申
込
者
本
人
が
指
定

し
た
額
（
一
万
円
を
単
位
と
す
る
定

額
返
済
額
）
が
返
済
に
充
て
ら
れ
、

充
当
さ
れ
な
か
っ
た
残
り
の
金
額
が
、

本
人
の
口
座
に
振
り
込
ま
れ
ま
す
。 

定
額
返
済
額
の
上
限
は
一
回
当
た
り

の
年
金
支
給
額
の
二
分
の
一
以
下
、

下
限
は
一
万
円
と
な
り
ま
す
。

返
済
の
開
始
月

　
返
済
開
始
は
い
つ
か
ら
で
す
か
。

　

返
済
は
、
借
入
金
を
受
け
取
っ

た
月
（
融
資
実
行
月
）
の
翌
々
月

以
降
の
偶
数
月
か
ら
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
介
護
保
険
料
、
七
十
五
歳

以
上
の
高
齢
者
が
加
入
す
る
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
、
国
民
健

康
保
険
（
六
十
五
歳
〜
七
十
四
歳
の

世
帯
主
）
の
保
険
料
、
個
人
住
民
税

が
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
て
い
る
人

に
つ
い
て
は
、
返
済
期
間
中
は
市
町

村
に
本
人
が
各
保
険
料
等
を
支
払
う

こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
注
意
が
必
要

で
す
。

繰
上
げ
返
済

　
資
金
に
余
裕
が
で
き
た
と
き
な

ど
に
は
、
繰
上
げ
返
済
は
で
き

る
の
で
す
か
。

　

任
意
に
繰
り
上
げ
て
一
括
返
済

す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
。
こ
の
場

合
、
毎
月
二
十
日
（
休
日
の
場
合
は

翌
営
業
日
）
が
繰
上
げ
返
済
の
指
定

日
と
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
事
前
に

借
入
申
込
み
を
し
た
取
扱
金
融
機
関

窓
口
で
借
入
金
残
高
、
利
息
等
を
確

認
し
て
、
こ
の
日
に
手
続
き
を
し
ま

す
。

　

本
制
度
は
、
年
金
の
前
借
り
制
度

で
す
の
で
、
融
資
を
受
け
れ
ば
そ
の

分
だ
け
年
金
の
受
給
額
が
少
な
く
な

り
ま
す
。
そ
の
結
果
、
生
活
が
困
窮

し
、
生
活
保
護
を
受
け
る
高
齢
者
が

増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
制
度
の

見
直
し
が
始
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

ＱA

ＱAＱA

ＱA

ＱAＱAＱA



８月号─4

　仕事中に被ったケガの治療を会社の近
くにある労災病院で受けていたのですが、
症状が軽くなったので退院して自宅近くの
病院でリハビリを始めるよう医師から指示
されました。治療は通院しながら引き続き
労災病院で受けますが、この事故により生
じた次の治療を受けたいと思っています。
必要な手続きについて教えてください。
⑴　リハビリのため通院するとき
⑵　事故の際痛めた歯の治療をするとき
⑶　自宅近くの薬局を利用するとき

　仕事中に被災したケガの状態が軽快し
たため、入院加療から通院加療に切り替え
ると同時にリハビリ等を始めるよう医師か
ら指示されましたので、その手続きが必要
になります。
⑴の場合
　リハビリのために通院加療する場合は、

保険医療機関の追加となりますので、その
リハビリを行う病院に「療養補償給付たる
療養の給付を受ける指定病院等（変更）届」
（様式第６号）を提出します。
⑵の場合
　労災保険の指定を受けている歯科医院で
治療を受ける場合は、前記と同様に被災者
がその歯科医院に、⑴と同じ様式第６号を
提出します。
⑶の場合
　保険医療機関等と保険薬局とは別個の請
求になりますので、被災者が、調剤しても
らう保険薬局を経由して所轄労働基準監督
署に、「療養補償給付たる療養の給付請求
書」（様式第５号）を提出します。
　なお、指定病院等以外の病院等で受診す
る場合は償還払いとなりますので、いった
ん保険医療機関等の窓口で治療費の全額を
支払い、後日、領収書を添付して「療養補
償給付たる療養の費用請求書」（様式第７
号）を所轄労働基準監督署に提出すること
となります。

　被保険者が離職後就職した場合で、その
再就職日から受給期間満了日（離職日の翌
日から１年間）までの基本手当の支給残日
数が、所定給付日数の３分の１以上あると
きには、再就職手当が支給されます。
　再就職手当の支給額は、支給残日数が３
分の１以上ある場合は基本手当日額の50
％、同３分の２以上ある場合は60％に支
給残日数を掛けた額です。
　なお、60歳以上の人が所定給付日数を
100日以上残して再就職し、かつ、前職（基
本手当の基準となった賃金日額を30倍し
た額）と再就職後とを比べて75％未満の賃
金で就労した場合は、高年齢再就職給付金
の受給資格も発生しますが、再就職手当と
高年齢再就職給付金とは選択受給となりま
す。
　支給額は、基本手当日額や再就職後の新
賃金で異なりますので、実際に計算すると
よいでしょう。

　
健
康
保
険
の
適
用
除
外
者
は
、
①

日
々
雇
い
入
れ
る
人
、
②
二
月
以
内

の
期
間
を
定
め
て
使
用
す
る
人（
①

の
場
合
は
一
月
を
超
え
、
②
の
場
合

は
所
定
の
期
間
を
超
え
て
引
き
続
き

使
用
す
る
場
合
は
、
そ
の
と
き
か
ら

被
保
険
者
に
な
り
ま
す
）な
ど
で
す
。

　
自
営
業
者
が
一
時
的
に
本
業
を
休

業
し
、
他
社
で
就
労
す
る
よ
う
な
場

合
で
も
、
前
記
の
適
用
除
外
に
該
当

し
な
い
場
合
は
、
社
会
保
険
の
被
保

険
者
と
な
り
ま
す
。

　
た
と
え
ば
、
三
カ
月
の
契
約
期
間

で
就
労
す
る
場
合
は
、
適
用
除
外
者

に
は
な
り
ま
せ
ん
の
で
、
勤
務
時
間

や
勤
務
日
数
が
通
常
の
労
働
者
の
四

分
の
三
以
上
で
あ
る
と
き
は
雇
入
れ

当
初
か
ら
被
保
険
者
と
な
る
こ
と
が

で
き
、
さ
ら
に
、
被
保
険
者
期
間
が

継
続
し
て
二
カ
月
以
上
あ
る
の
で
、

離
職
後
本
業
に
戻
る
場
合
で
も
任
意

継
続
被
保
険
者
と
な
れ
ま
す
。

Ｑ

A

仕事中にケガをしたとき

一定の基本手当を残して再就
職するとき自

営
業
者
が
短
期
間
働
い
た
と
き


